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菜の花

社債の発行は、従来、株式会社以外はできませんでし
たが、昨年5月施行の会社法により、既存の有限会社（特例有限会社）や合名、合資会社
等でも発行できるようになりました。社債のうち少人数の縁故者や取引先等を対象とする
少人数私募債は、通常の社債に比べ無担保で発行できることなどから注目されています。
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国　税／平成18年分所得税の確定申告

2月16日～3月15日

国　税／個人の青色申告の承認申請 3月15日

国　税／贈与税の申告 2月1日～3月15日

国　税／2月分源泉所得税の納付 3月12日

国　税／個人事業者の18年分消費税の確定申告

4月2日

国　税／1月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 4月2日

国　税／7月決算法人の中間申告 4月2日

国　税／4月、7月、10月決算法人の消費税の

中間申告（年3回の場合） 4月2日

地方税／個人の都道府県民税、市町村民税、事業税

（事業所税）の申告 3月15日

（弥生）March
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�ë�ï
�Ù� �ï�Ä

�× � � � D � w 
 k � ¿ � q � Ñ � ¿

日 月 火 水 木 金 土

・ ・ ・ ・ 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31



3月号 2

中
小
企
業
は
過
小
資
本

日
本
の
中
小
企
業
の
ほ
と
ん
ど
が
過

小
資
本
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
金
融
機

関
か
ら
運
転
資
金
の
融
資
を
受
け
て
も
、

融
資
を
受
け
た
お
金
は
す
ぐ
に
底
を
つ

い
て
し
ま
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
運
転
資
金
が
足
り
な
か
っ

た
の
で
は
な
く
、
資
本
そ
の
も
の
が
不

足
し
て
い
る
の
で
す
。
中
小
企
業
の
資

本
の
調
達
は
、
大
企
業
と
違
い
、
そ
も

そ
も
市
場
か
ら
調
達
で
き
る
ほ
ど
信
用

が
あ
り
ま
せ
ん
か
ら
、
社
債
の
発
行
な

ど
は
で
き
に
く
く
、
残
さ
れ
た
選
択
肢

は
金
融
機
関
か
ら
長
期
の
運
転
資
金
を

借
り
る
ほ
か
あ
り
ま
せ
ん
。

一
方
、
融
資
を
す
る
金
融
機
関
も
融

資
を
す
る
以
上
リ
ス
ク
を
負
い
ま
す
の

で
、
な
る
べ
く
早
く
、
短
期
で
資
金
を

回
収
し
よ
う
と
し
ま
す
。

金
融
機
関
に
融
資
を
申
し
込
む
と
希

望
の
融
資
期
間
（
返
済
期
間
）
が
か
な

わ
な
か
っ
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
か
？

実
際
は
、
こ
う
し
た
理
由
に
よ
り
長
期

の
運
転
資
金
を
調
達
す
る
の
が
非
常
に

困
難
な
こ
と
か
ら
、
過
小
資
本
に
な
っ

て
い
る
の
で
す
。

と
こ
ろ
で
一
般
的
に
、
経
営
者
は
、

借
り
た
ば
か
り
の
運
転
資
金
が
、
い
つ

の
ま
に
か
、
い
っ
た
い
ど
こ
に
消
え
た

の
だ
ろ
う
か
と
悩
ま
れ
る
こ
と
が
多
い

と
思
い
ま
す
。

融
資
を
し
た
金
融
機
関
は
、
そ
こ
ら

辺
は
教
え
て
く
れ
ま
せ
ん
。
決
算
書
類

を
見
て
も
わ
か
り
ま
せ
ん
。
中
小
企
業

に
と
っ
て
、
そ
も
そ
も
決
算
書
は
一
義

的
に
は
税
務
申
告
の
た
め
に
あ
る
か
ら

で
す
。

ま
た
、
会
計
上
の
利
益
と
税
務
申
告

の
所
得
と
が
、
違
う
な
ど
と
い
う
こ
と

は
、
利
益
そ
の
も
の
が
、
客
観
性
を
持

た
な
い
中
途
半
端
な
測
定
方
法
で
あ
る

と
も
言
え
ま
す
。

全
て
の
取
引
が
現
金
預
金
の
増
減
で

分
類
さ
れ
る

で
は
、
会
計
の
中
で
最
も
信
頼
の
お

け
る
数
字
は
何
で
あ
る
と
思
い
ま
す

か
？
中
小
企
業
の
貸
借
対
照
表
の
中
で

最
も
正
確
で
あ
り
、
検
証
可
能
で
あ
り
、

真
実
を
あ
ら
わ
し
て
い
る
の
は
現
金
預

金
で
す
。
こ
の
現
金
預
金
に
は
、
機
能

的
な
目
的
、
す
な
わ
ち
管
理
的
目
的
等
、

企
業
家
の
経
営
目
的
に
し
た
が
っ
て
運

用
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
資
金
が
目
的
を
持
ち
、
そ
の
目

的
の
た
め
に
資
産
に
転
化
し
、
経
営
目

的
に
し
た
が
い
拘
束
さ
れ
ま
す
。

経
営
範
囲
を
規
定
す
る
の
が
資
金
で

す
。
そ
の
資
金
の
具
体
的
な
形
が
資
産

等
の
経
営
資
源
と
し
て
定
義
さ
れ
る
と

考
え
ま
す
と
、
す
べ
て
の
取
引
は
そ
の

目
的
に
則
っ
た
現
金
預
金
を
通
し
て
、

表
す
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。

簡
単
に
言
い
換
え
ま
す
と
、
す
べ
て

の
取
引
は
、
「
現
金
が
増
加
す
る
」
と

「
現
金
が
減
少
す
る
」
か
の
い
ず
れ
か
の

取
引
に
分
類
さ
れ
る
と
考
え
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

資
金
は
何
ら
か
の
経
営
目
的
を
も
っ

て
調
達
、
運
用
さ
れ
ま
す
の
で
、
こ
の

考
え
方
に
よ
っ
て
決
算
書
を
分
類
し
組

替
え
て
み
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

四
つ
の
分
類
法

次
の
ペ
ー
ジ
の
「
資
金
別
貸
借
対
照

表
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

会
社
設
立
か
ら
現
在
ま
で
、
ど
の
よ

う
な
資
金
バ
ラ
ン
ス
で
そ
の
会
社
が
経

営
さ
れ
て
い
る
か
を
示
す
も
の
で
す
。

貸
借
対
照
表
の
「
資
産
の
部
」
を
表
の

左
側
の
「
資
金
運
用
」
に
、「
負
債
及
び

資
本
の
部
」
を
右
側
の
「
資
金
調
達
」

に
組
み
入
れ
、
z
損
益
資
金
、
x
固
定

資
金
、
c
売
上
仕
入
資
金
、
b
流
動
資

金
の
四
つ
の
資
金
群
に
分
け
て
配
置
し

資
金
別
貸
借
対
照
表 

今
注
目
の 

の

経
営
分
析 

貸借対照表 

資金別貸借対照表 

資産 

負債 

資本 

損益資金 

固定資金 

売上仕入資金 

安定資金 

流動資金 

現金・預金 
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て
い
ま
す
。
四
つ
の
資
金
群
は
資
金
調

達
、
資
金
運
用
目
的
を
四
つ
に
分
類
し

て
い
る
の
で
す
。

で
は
、「
資
金
別
貸
借
対
照
表
」
の
一

番
上
か
ら
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

z

損
益
資
金
は
、
設
立
当
初
か
ら
前

期
ま
で
に
蓄
積
し
て
き
た
利
益
の
累
積

額
を
表
し
て
い
ま
す
。
繰
越
損
益
等
は
、

前
期
繰
越
損
益
に
「
利
益
剰
余
金
等
」

を
加
算
し
、
未
払
法
人
税
と
諸
引
当
金

を
加
算
し
ま
す
。

次
に
売
上
高
を
資
金
調
達
の
欄
に
も

っ
て
き
て
、
売
上
原
価
及
び
経
費
等
を

資
金
運
用
の
方
に
記
載
し
ま
す
。

x

固
定
資
金
で
は
、
設
備
投
資
等
の

有
形
固
定
資
産
、
繰
延
資
産
、
棚
卸
資

産
が
資
金
運
用
に
記
入
さ
れ
ま
す
。
棚

卸
資
産
は
、
継
続
的
に
あ
る
と
想
定
さ

れ
ま
す
の
で
固
定
資
金
に
記
入
し
ま
す
。

資
金
調
達
の
欄
に
は
、
長
期
借
入
金
、

資
本
金
、
資
本
剰
余
金
等
が
記
入
さ
れ

ま
す
。

資
金
調
達
か
ら
資
金
運
用
を
差
し
引

き
固
定
資
金
が
計
算
さ
れ
ま
す
。

c

売
上
仕
入
資
金
は
、
仕
入
の
支
払

サ
イ
ト
と
売
上
の
回
収
の
サ
イ
ト
に
よ

る
資
金
関
係
を
表
し
て
い
ま
す
。

「
安
定
資
金
」
は
損
益
資
金
と
固
定

資
金
、
売
上
仕
入
資
金
の
合
計
で
、
資

金
の
安
定
度
を
示
し
ま
す
。
こ
こ
が
マ

イ
ナ
ス
の
企
業
は
資
金
繰
り
に
短
期
の

運
転
資
金
を
使
っ
て
い
る
こ
と
に
な
り

ま
す
の
で
確
認
し
て
下
さ
い
。

そ
し
て
b

流
動
資
金
は
短
期
借
入

金
、
手
形
割
引
等
の
短
期
資
金
で
す
。

資
金
運
用
は
、
貸
付
金
等
の
流
動
資
産

で
す
。

損
益
資
金
、
固
定
資
金
、
売
上
仕
入

資
金
の
合
計
が
安
定
資
金
で
こ
れ
に
流

動
資
金
を
加
え
た
も
の
が
現
金
預
金
と

な
り
ま
す
。

資金別貸借対照表 
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繰越損益等 
売上高 
営業外収益 
 
 
（当期利益） 
計 16,500

売上原価 
経費 
営業外費用 
法人税等 
 
計 

固定負債 
長期借入金 
（固定負債計） 
資本金 
資本剰余金 
（資本金等計） 
計 

棚卸資産 
有形固定資産 
その他固定資産 
繰延資産 
 
 
計 

［１］損益資金 

現金預金 資金運用 資金調達 

-15,000

［２］固定資金 

支払手形 
買掛金 
前払金 
計 

受取手形 
売掛金 
前受金 
計 
［４］安定資金 

短期借入金 
手形割引 
（短期調達資金） 
その他流動負債 
（その他の短期調達資金） 
計 

短期貸付金 
その他流動資産 
 
 
 
計 

現金預金 
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［５］流動資金 
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創業時からの 

儲けです 

ここがマイナスですと 

短期借入が必要です 

貸借対照表の 

現金預金と一致します 

マイナスのときは［１］ 
損益資金から使用し 
ています。損益資金が 
マイナスならば他から 
調達していることにな 
ります。 
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昨
年
七
月
末
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
で
放
送
さ
れ

た
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ス
ペ
シ
ャ
ル
　
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
〜
働
い
て
も
働
い
て
も
豊
か
に

な
れ
な
い
〜
」
が
大
反
響
を
呼
び
、
一

気
に
知
名
度
を
上
げ
た
「
ワ
ー
キ
ン
グ

プ
ア
」
と
い
う
新
語
。
日
本
で
急
激
に

拡
大
し
つ
つ
あ
る
「
働
く
貧
困
層
」
の

こ
と
で
、「
働
い
て
い
る
の
に
生
活
保

護
水
準
以
下
の
暮
ら
し
し
か
で
き
な

い
」
世
帯
の
こ
と
を
指
し
て
い
ま
す
。

生
活
保
護
水
準
以
下
で
暮
ら
す
家
庭

は
、
日
本
の
全
世
帯
の
お
よ
そ
十
分
の

一
と
さ
れ
、
四
〇
〇
万
世
帯
と
も
、
そ

れ
以
上
と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の

よ
う
な
世
帯
の
増
加
が
、
深
刻
な
社
会

問
題
に
な
り
つ
つ
あ
る
の
も
事
実
で

す
。
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
に
陥
り
や
す
い

最
も
典
型
的
な
人
は
、
派
遣
や
契
約
と

い
っ
た
非
正
規
雇
用
の
人
々
。
リ
ス
ト

ラ
や「
氷
河
期
」と
も
呼
ば
れ
た
大
学
新

卒
の
就
職
難
な
ど
が
そ
の
理
由
で
す
。

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
が
解
決
さ
れ
る
日

が
一
日
も
早
く
来
る
こ
と
を
願
い
た
い

も
の
で
す
。

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア

次世代規格でしのぎを削っているＨＤＤレ
コーダーは、テレビ番組を長時間にわたって
録画することができる便利な機械。ある総合
研究所は、2005年にＨＤＤレコーダーが540
億円もの損失を広告主に与えたとの報告を発
表しました。
原因はＣＭ部分のスキップ。つまり、番組

の合間に流れるＣＭを飛ばしてしまうという
わけです。調査によれば2005年のＨＤＤレ
コーダーの国内普及率は約15.2％ですが、そ
の平均のＣＭスキップ率は64.3％。録画した
番組の半分もＣＭが見られていないというこ
とになります。
ＣＭはテレビ番組の収入源ですから、その

ＣＭが見られていない、効果がないとなれば、
いずれテレビ番組そのものがなくなるかもし
れません。インターネット広告が勢いを増し
ている中、テレビＣＭの効果はかつてほどあ
るとは言いにくく、ＣＭスキップの影響が今
後じわじわ出てくるものと思われます。

ＣＭ飛ばしでテレビ番組は消えてゆく？

防犯性能と不動産の価値

空き巣や粗暴犯などの被害が急増し、住宅

の防犯性能の向上が叫ばれています。大手の

ハウスメーカーなどでは防犯性能をうたう商

品も珍しくなくなってきました。

国土交通省が、2003年にまとめた住宅性能

表示に関するアンケートでは、重視したい項

目（複数回答）として、日当たり（72.7％）

とほぼ並んで防犯性能が71.7％にあがりまし

た。これを受け、警察庁、国土交通省、経済

産業省の３省庁は、住宅の性能保持を保証す

る品格法に防犯の項目を入れました。

侵入者が５分以上攻撃をしかけても耐えら

れる性能を持つなど一定の基準をクリアした

ガラスや鍵など建物部品を「防犯性能の高い

建物部品目録」として公表。この目録の部品

を使用した住宅を防犯性能表示できるように

しています。つまり国の目録に載った部品を

使えば、防犯性能が高い住宅とのお墨付きが

もらえるわけです。こうした動きは大都市部

を持つ地方自治体でも拡がっています。

ある自治体では防犯性能の高いマンション

に対して「優良防犯マンション・駐車場認定

制度」をスタートさせています。対象は３階

建て以上の新築物件で、共同の入り口が道路

から見通せているか、共同玄関がオートロッ

クになっているか、共同玄関の明るさなど、

その項目は70以上にも及んでいます。この動

きを金融機関も後押しし、防犯対策を施した

新築住宅やマンションに対し、住宅金融公庫

は融資枠を広げ、民間金融機関ではローン金

利を優遇するところも出てきています。

一方、こうした動向は従来の不動産評価を

変えつつあります。たとえば角地、あるいは

家の前に広い公園がある、そばにコンビニエ

ンスストアやファミリーレストランがある土

地は便利で良いとされてきましたが、防犯の

視点からすると、犯罪者が下見のために身を

隠しやすくなるため、評価が低くなるという

のです。これからは防犯性能が不動産の価値

の大きな要素となるかも知れません。




